
目次 -II目次 -I

目   次

( 注１)　本書の作成基準日は平成 30 年１月１日です。

( 注２)　第１編～第５編は公布年ごとに法令等を収録していますが、同じ法令等に係る改正

については、直近のものを収録した編にまとめています。

(注３)　本書に収録されている改正又は新設法律の解説内容は、公布された当時のものです。

したがって、後日に当該法律の改正をする法律が更に公布された場合であっても、原

則として、旧改正についての記載内容等は修正しておりません。
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凡　例
・本書で引用する法令等の略称は、基本的に次のとおりです。

	 宅地建物取引業法	＝「業法」又は「宅建業法」

	 宅地建物取引業法施行令	＝「令」又は「施行令」

	 宅地建物取引業法施行規則	＝「則」又は「施行規則」

	 宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方	＝「業法の解釈・運用の考え方」

又は「ガイドライン」

	 宅地建物取引業者	＝「業者」又は「宅建業者」

あるいは「媒介業者」

	 宅地建物取引業に従事する者	＝「従事者」又は「従業者」

	 宅地又は建物	＝「宅地建物」
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